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《障がい者支援課》 
 

１ 障害者自立支援法への取組について 

 【根拠法令：障害者自立支援法】 
 

  障害者自立支援法施行（平成１８年４月１日）に伴い、福祉保健局は障がい者の地域生活支援を行う
市町に対して、身体障がい者福祉・知的障がい者福祉・精神保健福祉業務（広域的な調整、指導支援、

管内サービス提供体制の計画的な整備、事業者への指導）と身体・知的障害者更生相談所業務（高い専

門性による技術的支援）を一体化して行う。 

 
（１）地域生活支援事業（相談支援体制整備事業） 
 

（ア）自立支援サービス提供体制整備に向けた生の声の集約 

   ・市町の地域自立支援協議会の運営に向けたサービス作りに参画する。（随時） 
   ・サービス調整会議の開催 （５月、１０月、２月） 
（イ）人的支援を整えた制度の定着と新たな支援の整備 
   ・民生委員、身体・知的障害者相談員との学習会、出前講座の開催（随時） 

・施設・福祉スタッフへのスキルアップ支援（ケアマネージメント研修、事例検討会） 
・精神疾患を正しく理解し、自分自身の問題として考える地域支援者の増加に向けた市町への

支援を行う。 
（ウ）障がい者の就労促進に向けた取組 
   ・ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、養護学校との情報交換 
 

（２）事業者指定及び指導 
 

（ア） 障害福祉サービス事業者の指定等及び指導（監査を含む。） 
（イ） 相談支援事業者の指定等及び指導（監査を含む。） 

 
（３）鳥取発！農福連携モデル事業 

・障がい者の新たな就労の場として、農業分野への就労を促進するため、就労系障がい者福祉施設

における就労事業としての農作業受託システムの体系化により工賃アップをはかる。 

・ふるさと雇用再生特例基金事業を財源とし、平成２２年度から２年間の実施予定。 

・事業主体は、中部総合事務所に設置する『障がい者就労支援プロジェクトチーム』であり、一部

事業をマッチングセンターに委託して実施。 

 

２ 身体・知的障がい者福祉について 

【根拠法令：身体障害者福祉法、知的障害者福祉法】 
 

（１）身体障害者手帳・療育手帳の認定交付 

 

（２）特別障害者手当等支給事務 

 

（３）管内障がい者団体への協力 
 

   ◎身体障害者福祉協会 

（ア） 鳥取県身体障害者体育大会   （鳥取市） 10月17日 

（イ） 中部地区身体障害者スポーツ教室（三朝町） ６月中旬 

（ウ） 東伯郡身体障害者体育大会   （湯利浜町）７月23日 

（エ） 県民総合福祉大会       （鳥取市） ９月８日 

（オ） 東伯郡身体障害者福祉推進大会 （琴浦町） 10月中旬 

（カ） 全国身体障害者スポーツ大会  （千葉県） 10月23～25日 

◎鳥取県障害者スポーツ協会 

（ア） 鳥取さわやか車いすマラソン＆湖山池ハーフマラソン大会（鳥取市）９月12日 
 

◎手をつなぐ育成会 

（ア）手をつなぐ育成会中国大会・すまいる（本人）大会（米子市）10月中旬 
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◎日本筋ジストロフィー協会鳥取支部 

（ア） 筋ジス協会療育キャンプ    (鳥取市) ６月中旬 

  ◎肢体不自由児父母の会 

  （ア）東伯郡肢体不自由児療育キャンプ（江府町）７月 

  ◎鳥取県障害者社会参加推進協議会  （鳥取市）３月 

 

（４）各種研修会への協力 

  （ア）障害程度区分認定に伴う研修会への協力 

  

  

３ 身体・知的障害者更生相談所業務について 

【根拠法令：身体障害者福祉法、知的障害者福祉法】 
 

（１）身体障害者更生相談所による定期・巡回相談 
 

   補装具の交付を希望する身体障がい者に対し、補装具の適正な交付のため、調査の上医学的な判

定を行う。 

  その他身体障がい者の援護の実施に当たり、専門的な知識・技術を要する事項について市町の依
頼に応じて判定書を交付する。 
（ア）定期相談は、整形外科２回／月、耳鼻科１回／月、眼科３回／年実施する。 
（イ）巡回相談は、市町の求めに応じて随時行う。 

 

（２）知的障害者更生相談所による定期・巡回相談 
 

療育手帳の交付又は療育手帳の再判定を希望する者に対し、医学的・心理学判定を行い障がい程

度について判定する。 

その他知的障がい者の援護の実施に当たり専門的な知識・技術を要する事項について市町・施設

の依頼に応じて来所又は巡回により医学的・心理学的・職能的判定を実施し、必要に応じて判定書

を交付する。 
 

(３）更生相談所による個別相談、ケア会議による支援 

   市町・相談支援事業者等の求めに応じて、更生相談所の判定結果やケアマネジメントの援助手法

等を踏まえた支援困難なケースへの技術的支援を行う。 

 

(４）県内全域の障がい者施設（身体・知的障がい者の入所施設）の利用調整と登録管理 
 

（ア）県内障がい者施設利用調整会議の開催 

（イ）障がい者施設の利用を公平かつ公正に行うため、県内全域の利用希望登録の管理と調整

を施設・市町村とともに行う。 
 

 

４ 精神保健福祉について 

 【根拠法令：精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、障害者自立支援法】 
 

地域精神保健福祉の推進について、関係機関と連携を図り、精神障がい者の早期治療の促進及び社

会復帰・社会参加への支援の円滑な実施のために専門的・技術的支援を行う。 
 

（１）精神障がい者地域移行支援事業 

受入れ条件が整えば退院・退所が可能な精神障がい者を対象として地域での生活が行えるよう支

援する。 

    （ア）精神障がい者地域移行支援推進会議（年２回） 
 

（２）アルコール関連問題対策事業 

アルコール問題を抱える家族及び本人に対して、断酒会、医療機関、市町と連携し、継続した支

援を行う。 
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（ア）精神科医による定期例相談 
（イ）研修会・事例検討会の開催 
   ・シリーズ化して研修と事例検討を開催 
   ・中部民生児童委員協議会で薬物依存の基礎知識等実施（４月） 
 

（３）障がい者社会参加促進事業 

精神障がい者が地域の中で、よりよく暮らしていけるよう支援するとともに、精神障がい者に対

する正しい理解を図るための研修等を実施する。 

 

（４）精神障がい者社会適応訓練事業 

通院中の精神障がい者が協力事業所での作業訓練を通じて社会適応訓練を行い、再発防止と社会

的自立を促進する。 

 

（５）高次脳機能障害支援事業 

   圏域のネットワークの構築を目的に、意見交換会及び事例検討会を実施する。 

 

（６）精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療（精神通院医療）受給者証交付事務 

申請に基づいて市町から進達された書類を審査し一定の精神障がいの状態にあると認められた

場合は手帳を交付する。また通院医療の判定の要否判定に基づき支給認定を行い、受給者証を交付

する。 

 

 

５ 女性に対する暴力防止について 

【根拠法令：配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律】 
 

   配偶者等からの暴力被害者に対し、相談・安全確保・一時保護・自立支援等の支援を行うととも

に、関係機関との連携を強化し、ＤＶ被害者支援体制を整備していく。 
 

（ア）一時保護権限が平成２１年度から付与されたことに伴い、一時保護を求める被害者に対し、迅

速・適切で一貫した対応を実施する。 

（イ）平成２２年度より一時保護解除後の要支援者の認定（ステップハウスの入居の承認）権限が付

与される。要支援者に対し、各関係機関と連携をとりながら適切な支援を行う。 

（ウ）困難事例が増加する中、相談から一時保護・自立支援まで被害者に寄り添いながら自己決定    

を支援できる支援者のスキルアップと、支援方針決定のための個別支援会議を開催する。 

（エ）被害者の緊急対応・安全確保・情報管理・自立に向けての各種制度活用等を迅速・適切に実施

するため､市町･シェルター（一時避難所）･児童相談所等関係機関とのネットワークを強化する。 

（オ）予防啓発活動のファシリテーター（促進者）としての資質向上ために養成講座を受講し、広く

地域住民の啓発のために市町と連携して研修会を実施する。 

 

今後の方針・スケジュール等 

方 法                 （月） ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

ＤＶ関係機関担当職員ネットワーク会議 

【対象：市町・警察・ 児相・よりん彩・シェルター・人権擁護】 

 

○ 

  

○ 

  

○ 

  

○ 

  

○ 

  

○ 

 

ＤＶ被害者支援研修会の開催 

【対象：保育士】 

     

○ 

     

 

  

ＤＶ支援センター業務研究会（事例検討） 

【対象：婦人相談所・中・西部心と女性の相談室】 

  

○ 

   

○ 

   

○ 

   

○ 

 

    ○      

ＤＶ防止キャンペーン 

   

女性に対する暴力をなくす運動期間 

    11月12日～11月25日        

 

啓発 

相談機関ＰＲ用のカード配布             

相談受理と個別支援会議             
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６ こころの健康推進事業について 

   「ひきこもり者」に対し、相談体制を整備するとともに、ひきこもり状態からの回復に向けた取組
を実施する。 
 

 

       (ア) 本人・家族への相談     （随時） 
       (イ) 精神科医師による専門相談  （毎月第２金曜日 要予約）                  
       (ウ) ひきこもり家族教室        (毎月第３木曜日) 
    (エ) 発達障がい者の相談支援 
 
７ 自殺対策事業について 

 【根拠法令：自殺対策基本法】 

自殺を防止するため、対応方法や支援の円滑な実施に向けた研修会等を行う。また、関係機関との

ネットワークの構築を図る。 
 

鳥取県中部地区「眠れていますか？（睡眠）キャンペーン」 

「睡眠障害」をキーワードにしたキャンペーンを実施することにより、「うつ病の早期発見」 

及び「住民に対する啓発」等を行い、一層の自殺予防を推進する。  

 

（ア）キャンペーンのＰＲ 

（各市町：公用車にステッカーはりつけ６月・９月・１２月・３月） 

 （イ）中部地区共同講演会（６月） 

 （ウ）中部地区共同シンポジウム（９月） 

 （エ）各市町において講演会・研修会（テーマ「睡眠障害」） 

 （オ）リーフレット製作（同上） 

 （カ）ＤＶＤ製作（健康教育媒体） 

 （キ）その他広報による啓発 


